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生産量の拡大と共に発展し続けてきたのであ
ろうか。残念ながら、現在では海外進出した
企業のうち、縫製業、アパレルメーカーにお
いて海外事業を継続できているところは少な
い。この点、海外生産の焦点であった中国に
おいてローカル資本による縫製工場が相次い
で設立されたことが、コスト競争を激化させ、
結果として多くの日本企業の撤退をもたらし
た要因の一つにあげられる。
　一方、ある意味、海外生産の脇役の位置に
あったともいえる総合商社、繊維専門商社、
原糸メーカー系商社など（以下では、商社等
と略する場合がある）は、自らの得意とする
生地供給、生地企画、製品流通、貿易などの
事業にとどまらず、数多くのローカル企業、
生き残り競争を潜り抜けてきた日系縫製工場、
あるいは自社資本を主体とした縫製工場など
を組織しての製品生産に踏み込むなど海外事
業を強化してきたのである。そして、現在で
は、輸入品の６割弱なのか、あるいは７割を
大きく上回っているのかの客観的かつ定量的
なデータはないものの４）、商社等は、業界で
いう「OEM生産」に取り組み続けている。
　本稿では、そうした海外での日本向け衣料
　日本国内の衣料品市場では、輸入品が溢れ
ている。輸入額が２兆円１）を超えたのは2001
年のことであり、現在では、数量ベースで国
内市場のおよそ９割前後２）を占めるように
なっている。一方、「衣服（繊維製身の回り品
は除く）」の国内生産（工業統計に基づく製
造品出荷額ベースによる）は、バブル経済下
の91年の2.7兆円をピークに減少基調となり、
14年には５千億円弱にまで落ち込んでいる。
また、国内の織物出荷数量３）も、70年代後半
の50億㎡、80年前後の40億㎡から、14年現在
ではわずか5.6億㎡まで減っている。
　こうしたデータを眺めると、わが国のアパ
レル産業をめぐる生産・流通構造や、衣料品
用の生地生産を担ってきた織物の産地構造が
大きく変化してきたことが、おおよそ想像で
きよう。たとえば、大半の仕事が海外移管さ
れていった縫製業の困難、その生地生産に少
なからず依存してきた国内各地の織物産地の
困難、そして生地、製品の国内流通に関わっ
てきた卸売業の困難などがあげられる。
　では、日本向け衣料品の海外生産に踏み出
した縫製業、アパレルメーカー、そしてそれ
を支援してきた総合商社などの海外事業は、
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類（同付属品は除く）」の輸入額と輸出額の
推移を示している６）。ちなみに、「衣類」の輸
入の大半は、何らかの形で日本企業が関与し
ている海外生産品によって占められているこ
とを指摘しておきたい７）。
　さて、これによると、国内における「衣服」
の生産（製造品の出荷額）８）は、バブル経済
下の91年の２兆7395億円をピークに、急速に
減少し、96年には２兆円を、02年には１兆円
を割り込み、14年には4786億円までに落ち込
んでいることが認められる。
　他方、70年に300億円ほどであった「衣類」
の輸入額は、87年には、韓国等での海外生産
の取り組み、さらには中国生産が取り組まれ
始められていたこともあり、５千億円を超え
る。その後の輸入額は91年に１兆円を超え、
01年２兆円超え、そして15年では３兆円近く
まで拡大を続けてきた。ただし、16年では、
数量ベースで９割前後に達したこともあり過
去３カ年を下回る2.6兆円弱にとどまるなど、
ほぼ頭打ち状態にあるようにみえる。
品生産を主導的に担うようになった商社等の
海外事業展開に焦点を当てながら、その変化
を整理していくことにする。とはいえ、商社
等の海外製品生産事業の取り組みは、個々の
企業により微妙に、あるいはときには明確に
異なっていることが少なくない。しかし、こ
こでは、そうした個別性を軽視しないものの、
ほぼ多くの商社等に共通しているであろう事
業内容の整理に重きをおくこととしたい５）。
１．衣料品を取り巻く生産・流通・市場
の構造変化の概要
　まず、衣料品の国内外における諸問題を、
「貿易統計」「工業統計」「商業統計」を取り
上げ、定量的に把握しておくことにする。
（１）衣料品の国内生産の出荷額と輸入額の
推移
　図－１は、「工業統計調査・品目編」の「衣
服（繊維製身の回り品は除く）」の製造品出
荷額、賃加工品の収入額、「貿易統計」の「衣
図－１　「衣服」の国内生産（出荷額）と「衣類」輸入額の推移
注：単位は、億円。工業統計のデータは、70－80年は、「１－３人」を含めた全数、81年以降は、「４人以上」である。工業統計・
加工賃収入額の70－84年は、ニット製衣服が含まれていない。貿易統計の70－75年は、衣類の付属品を含んでいる。
資料：国内生産・出荷額、収入額は『工業統計調査・品目編』、輸出入額は『貿易統計』、により作成。
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もいうべき「アパレルメーカー」が、デザイ
ン、商品企画、発注量の最終決定11）などを担
いながらも、政府統計では「卸売業」に分類
されている点にも触れておきたい。これは、
アパレルメーカーの多くが、卸売業から発展
してきたという歴史性と、製品生産としての
縫製加工を外部に委託し、そして小売業にで
きあがった衣料品を販売するという業態が大
半を占めてきたことなどを考慮してのことと
いえよう12）。
　さて、表－１に基づき衣料品の生地流通な
どを担ってきた「織物卸売業」の推移をみて
みよう。ここに分類されている企業としては、
産元商社、産地問屋、買継商など在庫、金融
等の関わり方で分類されている生地産地の卸
売業と、大都市を中心に立地する生地取引を
手がける生地商、生地コンバーター、二次卸、
繊維専門商社及び総合商社の生地部門13）など
があげられる。
　その「織物卸売業」の事業所数と商品販売
額のピークは、91年であり、従業者数は74年
（２）衣料品輸入拡大に影響される卸売業の
事業所数等の推移
　次に、本稿で分析対象として取り上げる「総
合商社」、「繊維専門商社」、「原糸メーカー系商
社」などと同様に、国内における生地あるい
は製品（衣料品）の流通に関わってきた生地
商、生地コンバーター、産元商社、産地問屋、
買継商、集散地問屋、二次問屋などの卸売機
能を備える企業群と、本稿では分析の対象と
しては脇役にとどめることになるアパレル
メーカーを含む卸売業の定量的な変化を確認
しておくことにする９）。
　アパレル関連の卸売業は、機能別、規模別、
地域別、段階別、販売方法別、販売先別、仕
入先別、商品別、その他などで分類され、様々
な呼び名が存在する10）。そうした多様な存在
の卸売業ゆえに、「商業統計調査」の公表デー
タによりアパレル関連の卸売業を先の分類群
ごとに把握することは難しく、大半は推測の
域を出ないことに留意したい。
　加えて、アパレル産業のある意味、主役と
表－１　繊維品・衣服・身の回り品の卸売業の推移
1972 1974 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2002 2007 2012 2014
ビーク時比
（2014 年）
織物卸売業 7,934 8,314 8,807 8,623 9,557 9,659 9,742 9,986 7,068 6,005 4,348 3,329 2,304 2,087 20.9
（室内装飾繊維品を除く） 113 118 113 98 96 96 96 99 70 53 36 24 16 15 13.0
5113 4,471 6,969 7,465 7,946 8,935 9,905 9,485 10,782 6,990 5,009 3,893 2,237 1,206 1,249 11.6
衣服卸売業 8,257 9,256 10,755 11,758 13,008 12,650 13,843 15,248 15,237 13,267 12,173 9,694 10,396 10,841 71.1
512 127 149 161 164 177 181 204 212 215 184 150 126 124 127 60.1
2,472 4,642 5,548 6,329 7,850 9,327 11,655 13,541 12,276 11,028 8,668 7,610 5,529 4,300 31.8
男子服卸売業 2,610 2,963 3,197 3,270 3,471 3,227 3,343 3,588 3,699 3,350 3,099 2,453 1,668 1,783 49.7
5121 36 44 43 40 43 39 44 51 51 40 33 27 16 19 37.4
510 992 1,114 1,247 1,920 1,716 2,162 3,151 3,004 2,494 1,829 1,514 763 991 31.5
婦人・子供服卸売業 3,429 3,912 5,044 6,044 6,986 7,051 7,955 9,055 8,852 7,640 6,807 5,700 3,472 3,427 37.8
5122 53 64 80 84 99 107 123 130 130 114 88 80 57 45 34.8
1,222 2,384 3,132 3,560 4,326 5,860 7,507 8,410 7,173 6,773 5,135 5,284 3,440 2,188 26.0
下着類卸売業 2,218 2,381 2,514 2,444 2,551 2,372 2,545 2,605 2,686 2,277 2,267 1,541 1,208 1,177 43.8
5123 38 40 38 40 35 34 37 31 34 29 29 18 13 15 37.9
740 1,266 1,302 1,522 1,604 1,752 1,986 1,980 2,099 1,762 1,704 812 636 517 24.6
注：上段・事業所数、中段・従業者数（単位：千人）、下段・商品販売額（単位：10億円）。網目はピーク時を示す。
資料：経済産業省『商業統計調査』各年版、より作成。
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活路を見出していったのであろうか。残念な
がら、産地の縮小の前に、産地の卸売業だけ
でなく中央を含めての生地流通を担う卸売業
の多くが、廃業、転業等に追い込まれていっ
たことは否定できないだろう。その意味では、
こうした困難を乗り越えた企業群の一つが、
海外での製品生産事業に踏み出していった総
合商社、繊維専門商社、原糸メーカー系商社
ということになる。
　次に、「衣服卸売業」の推移についてである。
ここには、先に指摘したように多くのアパレ
ルメーカーや、大都市に立地し全国の小売業
を相手にする現金問屋などに代表される卸売
業が含まれている。いずれが多くを占めてい
るかは定かではないが、ここには衣料品の取
引を段階別にいうと一次卸、二次卸なども含
まれることになる。
　この「衣服卸売業」は、主要取扱品によっ
て、「男子服卸売業」、「婦人・子供服卸売業」、
「下着類卸売業」に分けられている。こうし
た主要取扱品による業種分類がされているも
のの、多種多様な製品を取り扱っている企業
も少なくない。また、ここに含まれているア
となっている。このうち、商品販売額を物価
等を考慮してみると、70年代から80年代初め
にかけて取引がかなりの数量に及んでいたこ
とが理解できる。ところで、産地の商業資本
と中央等の生地取扱企業を含んでいる「織物
卸売業」のピーク時に対する14年比は、事業
所数で20.9、従業者数13.0、商品販売額11.6と、
大きく落ち込んでいることが認められる。織
物産地の商業資本の減少と低迷、そして中央
における生地取扱企業の大幅減という実態を、
このデータは明確に示しているといえよう。
　それは、図－２の織物の出荷数量の推移に
タイムラグはあるものの、ほぼ重なっている。
事実、73年を除き、70年代の出荷数量は、50
億㎡前後でやや拡大傾向にあったが、79年の
54.5億㎡の後は減少基調に入り、14年はわず
か5.6億㎡（約10分の１）に落ち込んでいる
のである。
　こうした織物の生産規模縮小を背景に、本
稿で取り上げる総合商社、繊維専門商社、原
糸メーカー系商社の多くが、衣料品生産にお
ける海外事業に踏み出していったのに対し、
ここに含まれていた卸売業の大半は、どこに
図－２　織物出荷数量と出荷額の推移
注：出荷数量は、織物のうち数量が㎡で公表されている品目のみの合計値である。
資料：経済産業省『工業統計表・品目編』各年版、より作成。
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ことにする。
　まず、繊維産業における国内生産時代の商
社等の主な事業内容についてである。一つは、
素材事業があげられる。素材のうち合成繊維
を除き、絹、綿、羊毛などの天然繊維の大半
は輸入品である。ここに、素材をめぐる輸入
業務と国内での流通業務をみることができる。
一方、合成繊維については、国内合繊メーカー
のファイバー事業（糸売り）の流通に関わっ
てきたことが知られている。しかし、今日で
は、天然繊維、合成繊維による国内生地生産
が大きく減少していることもあり、その供給
を担う素材事業は縮小している。
　二つは、生地事業があげられる。織物製、
ニット製の如何に関わらず生地流通の一端を
商社等は担ってきた。このうち、合繊生地に
ついては、合繊メーカーチョップの取扱のみ
ならず、自社の企画の下に糸買い生地生産に
も踏み出していた。そのいずれであろうとも、
アパレルメーカーの企画デザインに基づく生
地を供給（ときには、企画提案を含めて）す
ることが生地事業の一つの柱である。もう一
つの柱である生地輸出事業は、プラザ合意以
前までは米国向けを中心に活発であったとい
う。これらの生地事業は、国内生地生産が活
発な時代においては、商社等だけでなく、生
地商、生地コンバーター、二次卸などの生地
卸売業の主力事業そのものであった。それが
いまや、国内生産の縮小を背景に、国内にお
ける生地流通事業は大きく縮小している。
　三つは、金融事業があげられる。金融事業
は、衣料品完成に至るまでの素材調達から糸
づくり、生地生産、縫製加工という１年を超
える長い期間における金融支援を主にしてい
る。この点、すべての取引段階において金融
面を支援する商社等の姿が見え隠れしていた
パレルメーカーは、百貨店向け製品企画を主
とする企業、専門店を主とする企業、さらに
は量販店を主とする企業を構成するなど、実
に多様な製品事業展開を特徴としている14）。
　この点、「衣服卸売業」の事業所数、従業者
数、商品販売額のピークは、バブル期の91年
となっている。そして、そのピーク時に対し
ての14年比は、それぞれ71.1、60.1、31.8で
ある。事業所数、従業者数に比較し、商品販
売額のピーク時比が相対的に低いのは、安価
な海外生産品（輸入品）が市場を占拠してき
たことが大きく影響していると考えてよいだ
ろう。いずれにしても、衣料品の輸入拡大に
よって、国内生産品の流通を担う卸売業が、
極めて困難な状況に陥っていった結果を、こ
のデータから推測することができよう。
２．衣料品の海外生産に伴う商社等の事
業展開
　ここでは本稿の論点ともいうべき、生地・
衣料品の取引に様々な形で関わっていた総合
商社、繊維専門商社、原糸メーカー系商社が、
衣料品生産の海外化に伴い、どのように自ら
の事業内容を変えていったかに焦点を当てな
がら、アパレル産業の海外生産の動向を整理
していくことにする。
（１）国内生産時代と海外生産時代における
商社等の事業展開の特徴
　先に指摘したように衣料品の海外生産時代
の到来は、海外生産事業に踏み出す商社等も
あれば、海外に踏み出すことができず国内で
の事業展開にとどまらざるを得なかった卸売
業も少なくなかった。ここでは、そのうち海
外に踏み出していく商社等の国内外における
繊維関連の事業内容を、簡単に整理しておく
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（２）海外生産の立ち上げ期における商社等
の役割
　国内における「衣服」の出荷額のピークは
91年であるが、その製品生産を手がける「縫
製業」の生産環境は、それ以前から悪化し続
けていた。とりわけ、国内における縫製業の
人手確保は、他の産業以上に困難かつ早くか
ら直面していた。82年から受け入れが始まる
外国人研修制度（10年からは技能実習制度）
が意識していた業種の一つは、人手不足に苦
しんでいた縫製業にあったといっても過言で
はない。結果、80年代以降の縫製業の現場に
おける外国人労働（現、実習生）依存という
構図が、大都市圏、地方圏の如何にかかわら
ず、広く一般的な現場風景になっていったの
である。
①70年代の海外展開と80年代の人手不足問題
　ところで、70年代に散見される韓国、台湾、
香港などへの進出15）が、どこまでこうした人
手不足を背景としていたかは定かではないが、
80年半ばからの中国進出においては、明確に
国内での人手不足が意識されていたことは疑
うべくもない。事実、85年に国内縫製業に先
駆けて中国に進出したといわれている岐阜の
サンテイ16）は、人手確保を目的としていた。
その背景には、量販店向けの製品供給を拡大
させていた名岐地区のアパレルメーカーとの
コスト重視の取引内容を強く意識せざるを得
なかったという事情が考えられる。
　さて、こうした時代の商社の役割とは、ど
のようなものであったろうか。この点を、東
洋経済新報社の『海外進出企業総覧・国別編』
の80年版、02年版、16年版に基づき作成した
表－２にみてみよう。これは、アジア地域に
おける「衣料品（靴下等の付属品を除く）」
というのがアパレル産業の特徴の一つでもあ
る。
　次に、本稿の焦点ともいえる海外生産時代
に入っての商社等の主な事業内容である。な
お、この時代の事業内容については、次項以
降での分析にも重なるので、簡単な記述にと
どめておきたい。
　一つは、素材、生地、製品に関する貿易、
供給、流通事業が、国内生産を舞台に繰り広
げられるのではなく、海外生産を焦点に展開
されていったことがあげられる。特に、海外
生産の下での生地輸出、製品輸入事業は、商
社等の最も得意とした事業であったことはい
うまでもない。
　二つは、金融事業を広義に捉えると、海外
法人への資本参加、及び生産設備の貸与など
を含めて金融面の事業領域、事業内容が多面
的な広がりをみせたことがあげられる。少な
くとも、この海外縫製工場への資本参加、あ
るいは設備貸与などは、商社等が生産場面へ
深く関わっていく一つの契機であったかも知
れない。
　三つは、本稿の焦点ともいえる海外での製
品生産事業の取り組みがあげられる。国内で
は、アパレルメーカー等と縫製業の間に、生
地供給、生地企画、金融支援という形で関わっ
ていたのが、海外ではそれに加えてアパレル
メーカーが担っていた製品生産における縫製
工場の管理や、縫製工場運営に直接、間接に
関わっていく製品生産事業を築き上げていく。
この生産を受託しての製品生産を、業界では、
「OEM生産」と呼んでいる。
　以上のような商社等の事業内容を踏まえな
がら、海外における商社等の事業展開の取り
組みと変化を、以下の時代区分にしたがって
みていくことにする。
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②中国生産時代への突入
　時代は、80年代半ばから海外進出の焦点と
なる中国の登場により一変する。それは、低
賃金で豊富な労働力の確保が見込める中国へ、
日本の衣料品生産がなだれ込んでいく契機で
もあった。また、同時期、韓国においても模
索の時代から本格的な取り組みの兆しが見え
始めるが、人件費の高騰と激しい労働争議問
題が深刻化するなどして一気に冷え込み、気
がつくと中国一辺倒という時代に突入してい
くことになる。
　この点を、再び表－２で確認してみよう。
まず、80年代後半と90年代を通じての中国進
出である。衣料品生産を手がける海外法人を
抽出した結果である184法人（資本割合掲載
外を含めると186法人）のうち、日本企業で
資本100％（単独以外を含む）を数えるのは
69法人（37.5％）で、残りの115法人（62.5％）
は中国企業との合弁であった。また、商社等
の出資は、86法人（46.7％）を数えていたこ
とが注目される。
　こうした商社等の出資は、縫製業、アパレ
ルメーカーの資本不足を補うという面もあろ
うが、海外生産に国内取引以上に関わってい
くという強い意志を示した結果であるともい
の生産を手がける海外法人を国別に抽出した
結果である。このうち80年版は、79年以前の
海外進出状況を示しているが、主な進出先と
しては、韓国、台湾、香港、フィリピンなど
が確認できる。この当時の進出状況について、
縫製業、アパレルメーカー、総合商社、繊維
専門商社などに問うたところ、特に韓国では、
70年代というより80年代において、技術指導
を含めた海外事業の取り組みが開始されてい
たとのことである。その頃は、アパレルメー
カーと韓国企業との合弁が大半であったが、
商社等が金融面だけでなく、生産面に何らか
の形で関わりはじめていく時代でもあった。
　この点、80年版において韓国で設立された
20法人のうち、６法人（30％）が商社等の資
本が入っていることが認められる。たとえ、
資本参加がなくとも、貿易業務、海外市場に
長けた総合商社が、生地、製品等の輸出入業
務に深く関わっていったというのはごく自然
の流れではなかったろうか。ただし、この時
代の日本企業が関わる海外生産量は、日本の
国内生産に影響するほどの規模ではなく、単
に海外生産が模索され始めたという程度であ
ると理解しておきたい。
表－２　衣料品をめぐる海外法人設立の資本構成と法人数の状況
進出国
（国名）
海外法人数 進出時資本割合（掲載法人の平均）
80年版 02年版 16年版 80年版 02年版 16年版
法人数
80
年版
02
年版
80
年版
02
年版
16
年版
資本
掲載
日本
100%
商社
参加
日本側
トップ
現地
資本
資本
掲載
日本
100%
商社
参加
日本側
トップ
現地
資本
資本
掲載
日本
100%
商社
参加
日本側
トップ
現地
資本
中 国 ­ ­ 186 ­ 50 38 ­ ­ ­ ­ ­ 184 69 86 61.5 25.5 36 27 6 91.2 8.0
韓 国 22 3 3 2 1 1 20 1 6 41.3 55.5 3 0 1 55.5 39.9 1 1 0 100.0 0.0
台 湾 13 2 5 1 3 0 13 1 3 42.6 49.4 5 3 0 74.3 19.5 - - - - -
香 港 9 0 11 0 1 3 9 1 4 24.3 70.9 11 5 4 60.3 28.9 3 2 0 85.0 15.0
タ イ 2 1 12 1 5 4 2 0 0 39.5 51.0 12 0 7 38.5 44.8 2 0 1 49.0 51.0
インドネシア - - 18 - 5 4 - - - - - 18 0 0 48.9 29.2 4 1 1 74.9 16.7
フィリピン 7 0 - 0 - - 5 0 2 31.6 66.0 - - - - - - - - - -
ベトナム 1 0 11 0 8 10 1 0 1 15.0 85.0 11 4 3 72.4 4.2 9 7 5 87.8 7.4
注：海外法人数の表示についてである。たとえば上段の「02年版」のケースでは、下段の「80年版」の数は、80年版と「02
年版」にも記載がある法人数を表している（継続）。下段の「02年版」の数は、「80年版」では記載がなく、「02年版」で記
載がある法人数を表している（新規）。
資料：東洋経済新報社『海外進出企業総覧・国別編』1980年版、2002年版、2016年版、より作成。
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環境は、大きく変化していくことになる。
　一つは、生地の現地化が進展していったこ
とがあげられる。衣料品の生地は、天然素材
としては、綿織物、綿ニット、毛織物などが
あげられるが、量的には合繊物が圧倒的に多
い。90年代、台湾、韓国の合繊メーカーが相
次ぎ中国に進出することで、中国内での原糸
生産、合繊生地生産の品質向上が急速に進む。
それを追いかけるべく日本合繊メーカーなど
も中国進出に踏み出していくことになる。結
果、日本向け衣料品の生地の多くが、中国現
地生産品へと切り替わっていったのである。
こうした生地の現地調達は、2000年代に入り
一段と顕著になっていく。もちろん、今なお、
中国では生産できない生地が日本から送り込
まれているように、すべての生地調達が現地
化しているわけではない18）。
　二つは、ローカル資本の縫製企業が相次ぐ
というより、爆発的に設立されてきたことが
あげられる。この影響は、日本からの進出を
鈍化させるだけでなく、すでに進出していた
日系縫製工場の存立に多大な影響を及ぼすこ
とになった。ローカル企業と日系企業のコス
ト競争力の差は埋めようもなく、日系工場の
多くが撤退等を余儀なくされていったのであ
る19）。先の表－２によると、02年版（01年時点）
で操業していた日系186法人は、次の時代区
分である2010年代の動向を含んでいるが、16
年版（15年時点）で操業を継続していたのは、
わずか50法人（27.1％）にすぎない。しかも、
継続法人であっても、従業者1,000人規模の
縫製工場はほとんどみられなくなり、百人単
位に縮小しているというのが大半のようであ
る20）。これも、2000年代に特に顕著になって
いったことを指摘しておきたい。
　三つは、増加するローカル企業の縫製工場
える。さらに、出資以外の機械設備の貸与を
含めての金融支援にも踏み込むなど、国内全
盛時代とは異なった事業展開をみることがで
きる。ときには、アパレルメーカーに対して、
縫製技術、生産管理などの技術者派遣を含め
てサポートしていくこともあったようである。
　ところで、中国における合弁会社の設立に
ついては、中国側の政策的な意図が影響して
いるのに対し、商社等の出資については日本
側の事情を反映していると考えられる。特に、
80年代後半から90年代の中国進出については、
圧倒的に中小企業が多く、海外活動のサポー
トを商社等に依存せざるを得なかったという
事情と、国内生産の減少に伴う事業活動の縮
小を海外事業でカバーしようとする商社等の
事情とが一致したことも日本側の理由の一つ
にあげられる。
　ちなみに、80年代後半から90年代の初期に
取り組まれた中国生産の多くは、高級・高額
品の百貨店向けではなく、手頃な価格帯を構
成する総合スーパーに代表される量販店向け
が大半であった。こうした動きは、量販店向
けの手頃価格帯の縫製加工を手がける岐阜の
縫製業が、地域のリーダー 17）の下に大挙し
て進出していったことに重なる。そうした縫
製業に対する商社等の関わりは、縫製加工等
の生産面では少ないが、生地供給、貿易業務、
金融支援などに及んでいたようである。こう
した時代を経る中で、商社等は、次第に生産
面に近づき、次なる海外での製品生産事業に
主体的に取り組むための条件を整えてきたと
いえよう。
（３）商社等による製品生産（OEM生産）事
業時代への突入
　続く、90年代中頃から中国での衣料品生産
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に広がり、製品生産事業の強化に繋がったと
いえる。さらにいえば、小売市場における消
費行動の変革をもたらしているユニクロ等の
SPAの拡大発展により、従来の百貨店向けア
パレルメーカーと百貨店の下でのコスト構造
に対する信頼が、ある意味打ち砕かれ、その
結果海外生産品の市場拡大をもたらしたとの
見方もできよう。
　そうした国内小売市場の変化を見通した商
社等は、OEM生産に対する国内の事業体制
を再構築していくことになる。事実、関西圏、
名古屋圏に拠点を構えてきた商社等の多くが、
大手アパレルメーカーをはじめ、多くのアパ
レルメーカー、量販店、SPAなどの本社等が
立地する東京圏に、製品事業部門の重心を移
していったのである。
　ところで、こうした中国を焦点とした商社
等による製品生産事業を軸とした海外生産の
広がりは、アパレルメーカーの縫製加工に対
する管理業務の縮小、撤退だけでなく、企画
デザイン部門の縮小に繋がっていくことにな
るとは驚きの何ものでもない。むしろ、生産
面の管理を、外部依存することで、企画デザ
イン面の強化が図れたのではないかと想像し
たが、現実は逆の方向に向かっていったよう
である。結果、商社等の製品生産事業は、
OEM生産にとどまらず、デザイナーの採用、
契約などによる企画デザイン提案を含めての
ODM生産を含めた広がりをみせていくので
あった。その理由の一つは、海外生産品の普
及に伴う市場価格の大幅低下によるアパレル
メーカーの業績悪化に求めることができる。
（４）チャイナプラスワン時代と商社等の事
業展開の行方
　こうした商社等の海外製品生産事業をもっ
を焦点に、日本向けの製品生産が拡大し続け
たことがあげられる21）。その製品生産の中心
に位置し、ローカル企業を組織していたのが
商社等の中でも、特に総合商社であり、そう
した製品生産（OEM生産）事業の取り組みは、
90年代の比較的早い時期であったといわれて
いる。一方、繊維専門商社については、90年
代においては、未だ国内と同様に海外事業は
生地供給にとどまることが多く、OEM生産
事業に踏み出すのは2000年代まで待たねばな
らなかったようである。当時、日本向け製品
生産を手がける中国ローカル企業の品質向上
は、発注企業かつ管理企業である商社等が製
造現場に縫製技術者、生産管理者などを送り
込み指導を重ねることで実現できたといって
も過言ではない22）。
　四つは、商社等が、日本企業の海外進出を
支援するだけでなく、自らが主体となった縫
製工場、たとえば自社100％資本の縫製工場
を設立していくという展開がみられるように
なったことがあげられる。数そのものは多く
はないものの、商社等の海外製品生産事業が、
単なる日本のアパレルメーカーと海外の縫製
業を仲介させるというレベルではないことを
象徴する取り組みであると位置づけることが
できる23）。
　いずれにしても、商社等はそれまでの貿易
業務を含めた流通事業、金融事業に加えて、
明らかに製品生産事業を、この時期から本格
的に取り組んでいったといえるのである。
　それは、日本国内から要請される生産量が、
国内生産を上回るだけでなく、明らかに凌駕
するほどに拡大していったことが理由の一つ
にあげられる。しかも、海外生産といえば量
販店向けが主流であったが、この頃になると
専門店向け、さらには百貨店向けなども徐々
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本向けに比べ品質面のチェックが厳しくない
欧米向けの衣料品生産を手がけてきた企業が
多いこともあり、日本の仕事を手がけてもら
うための商社等の苦労は、並大抵のことでは
ないようである。このため、中国回帰と東南
アジア等への生産移管が何度も繰り返される
など、地域戦略の方針が、今なお揺れ動いて
いる。
　ところで、こうしたチャイナプラスワンの
焦点である東南アジアなどでの品質向上は、
生産委託する縫製工場に任せるだけでは十分
ではなく、中国進出時と同様に製品生産を管
理する商社等が技術者、生産管理者を派遣す
るという体制を整えることで対応しているの
である。ただし、中国進出時代と若干異なる
のは、日本人技術者等を派遣しようにも、そ
うした人材が不足し、取引関係にある中国縫
製業の中国人技術者を派遣せざる得なくなっ
てきていることがあげられる。明確に、国内
縫製業の縮小という問題が、海外生産におけ
る技術者派遣に影を落としはじめている。
　二つは、商社等の製品生産事業が、品質、
コスト、納期を焦点とした受注競争の時代か
ら、より高度な選択肢を用意した提案の下で
の受注競争に突入していることがあげられる。
たとえば、一つの企画デザインの下での製品
生産を例にしたとき、これまでもコスト、品
質、納期を、生産国、生産工場ごとに提示し、
それに基づき、アパレルメーカー等が最終選
択を行うというような関係がみられだが、今
や、そうした選択肢の提示では十分ではなく、
一歩進んだ最も適切なる提案が求められるよ
うに変化しつつある。
　それは、先のような多くの選択肢を用意し
た提案は、どこの商社等も同様に行うなど、
それだけではアパレルメーカー等にとって魅
て、日本の衣料品の海外生産ビジネスをすべ
て説明できるほど、アパレル産業をめぐる国
内外の生産・流通構造は単純ではない。時代
は、さらに変化し続けている。ここでは、
2010年代、いやもう少し前からの変化と、新
たな変化の兆しをみていくことにする。
　一つは、チャイナプラスワンという中国生
産一辺倒であったことによるカントリーリス
クを回避しようとする動きが業界全体に広
がってきたことがあげられる。もともと、日
本の衣料品生産は、韓国、台湾、さらには香
港における縫製加工に基づく海外生産と、タ
イ、インドネシアを焦点とした日本の合繊
メーカー、紡績メーカーによる原糸生産と生
地生産、そしてそれを意識した縫製加工によ
る衣料品生産という流れをみることができる。
その意味では、東アジアを視野に入れた繊維
産業の海外生産が、ようやく衣料品生産を含
めた広域展開に本格的に踏み出したというこ
とになる。
　しかし、中国リスクを回避するためのチャ
イナプラスワンの取り組みは、けっして容易
ではなく、進出国それぞれに異なった課題を
抱えていることに留意しなければならない。
それを生産面に限っていうと、ベトナム、ラ
オス、ミャンマー、カンボジアなどでは現地
で生地調達ができないとか、それに対してタ
イ、インドネシアでは日本合繊メーカーから
の調達が可能な条件が整っているとかという
違いが指摘されている24）。
　加えて大半が、日系縫製工場25）のみでは生
産力が不足していることもあり、ローカル企
業、あるいは中国系、香港系、韓国系、台湾
系の縫製工場を組織することが中国よりも強
く条件づけられている。しかし、日系以外の
縫製工場の多くは、生産ロットが大きく、日
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外生産の実態を眺めると、これも大きな括り
であるが、婦人用、男子用、子供服、スポー
ツ用、作業用、ユニフォーム26）などの分類と、
高級品、普及品といった分類、生産ロット、
技術的難度による分類など、様々な製品領域
により、海外事業は明らかに異なっている。
そうした違いのすべてを拾い上げ分析するこ
とは容易ではないが、その違いを構成する諸
要素に基づき、海外事業にどのように影響し
てきたのか、また影響していくかを分析して
いくことは有益であると考えている。
　三つは、本稿の分析対象である商社等と、
OEM生産の発注者であるアパレルメーカー、
SPA、量販店などとの取引関係が、今後どの
ように変化していくかの分析があげられる。
現在では、広く知られているユニクロの「匠
チーム27）」のように、海外での製品生産の現
場において、発注者が自ら品質管理に踏み出
すというケースをどのように位置づけること
ができるかが、今後のアパレル産業の海外生
産の行方を見通す上で重要なポイントになる
といえよう。こうした発注者の品質管理場面
への関わりは、著者が訪問した良品計画、し
まむら、イトーヨーカ堂においても、直接、
間接という程度の差はあるものの、すべて任
せるという意味での「OEM生産」の段階から、
一歩も二歩も踏み出しているように思える28）。
この点、現時点では、海外での製品生産につ
いては、「OEM生産」を手がける商社等にす
べてを任すというアパレルメーカー等が大半
であることは承知しているが、こうした動き
が、商社等の海外製品生産事業にどのように
影響していくかに注目していきたい。
　四つは、商社等の海外製品生産事業がコス
ト競争の激化と共に、収益性の悪化と自社内
の事業規模の縮小を余儀なくされ、海外事業
力的ではないという時代を迎えているからに
ほかならない。少なくとも、製品生産の管理
等を商社等に依存してきたことで、たとえ、
デザインは異なっていようとも、ものづくり
面では同質の製品しかできあがってこないと
いうように差別化からはほど遠いことにアパ
レルメーカー等が意識しはじめたからかも知
れない。もちろん、衣料品すべてがそうした
段階に踏み込んでいるわけではない。製品に
よっては、コスト優先であったり、品質優先
であったりというように求められる要求は、
今なお異なっている。とはいえ、時代は、着
実に商社等の競争激化に入り、他社とどう差
別化していくかが強く問われはじめているこ
とに間違いはない。
３．商社等の海外製品生産事業のさらな
る分析に向けて
　以上のような商社等の海外製品生産事業は、
今後どのように変化していくのであろうか。
ここでは、それらの変化の研究を深めていく
ための分析視角と、それを起点とした今後の
研究の方向を記しておくことにする。
　一つは、残されている個別企業研究を基礎
とした商社等の海外製品生産事業の分析があ
げられる。本稿では若干触れてはいるが、た
とえば総合商社と繊維専門商社の海外事業に
対する取り組みの違いが、何を背景としてい
るのか、また、同じ企業群であっても異なっ
ているのは、個別企業の経営方針の違いなの
かなどを含めた個別企業の具体的な事業展開
を分析することで、商社等の海外製品生産事
業の研究はより深くなるといえよう。
　二つは、本稿ではアパレル産業の海外展開
を、製品分野ごとに分析することなく、衣料
品という一括りで議論してきた。しかし、海
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製業では従事者が30人以上の事業所が対象となっ
ている。これを「繊維統計」の労働統計に基づく
従事者数（ニット生地を按分して除く36,795人）と、
「工業統計・産業編」の従業者数（102,814人）で
補足率を求めると、35.79％となり、それに基づ
き国産比率を求めると、3.0 ／ 0.3579＝8.4％とな
る（ここでの試算は、「工業統計」の最新版に対応
させるために2014年のデータに基づいている。な
お、調査対象は４人以上である）。こうした条件
の下での「国産比率３％（輸入浸透率97％）」で
あるということを正しく理解する必要がある。
 　では、補足率の高い「工業統計」の数量を用い
ないのは、①「工業統計」では、調査年12月31日
現在の結果が、速報として翌年９月に、確報は翌々
年の３月、４月頃というように公表時期が遅いこ
と、②また、把握されている「製造品」と「賃加
工品」が、衣服の場合、他の産業とは比較になら
ないほど、賃加工が多いこと（品目別では、生地
等を含まない賃加工品が、生地等を含む製造品を
大きく上回るなど、他の産業と同じように理解で
きる取引構造ではないこと）、③さらに、製造品、
賃加工品それぞれに二重計上がかなりの割合に達
していることなど、数量を算出するには条件設定
が複雑になることが理由であると考えられる。
 　ここでは、現時点で公表されている最新版の
2014年版の「工業統計」の製造品（324,194千点、
推 測 値 を 含 む、478,567百 万 円 ） と 賃 加 工 品
（279,138百万円）と、これらに含まれる二重計上
を除くために、「繊維統計」の「生産数量」と「受
入数量（外注、企業内取引など）」に基づく受入
比により、国内生産量を推計していくことにする。
また、賃加工品の金額を、輸入浸透率で用いる「貿
易統計」に対応させるために、生地等を含めた金
額に換算することとしたい。まず、受入比（受入
数量／（生産数量＋受入数量））は、「繊維統計」
から織物製外衣は40.8％（50％に達すると、すべ
てが二重計上になる）、ニット製外衣29.6％、下
着類が42.8％を使用。賃加工品から製造品への金
額換算は、２倍、2.5倍、３倍の３ケースを想定し
求める。これらを、製造品と賃加工品に共通する
品目ごと、及び先の３分類の小計ごとに算出し、
を経験してきた商社、アパレルメーカー、縫
製業などから独立創業しOEM生産事業を展
開している小規模なOEM会社にアウトソー
シングする場面が、中国事業において一段と
拡大していることの分析があげられる29）。
　以上のような商社等を基軸としたさらなる
分析に加えて、国内外の縫製業、そして日本
のアパレルメーカーに焦点を当てた分析が、
アパレル産業の製品生産分析には重要である
と考えている。さらに、原糸生産、生地生産、
染色加工などの川上分野からの分析や、百貨
店、専門店、量販店、SPA、そしてネット販
売を含めた川下分野からの分析を積み重ねて
いくことが、アパレル産業、繊維産業の生産・
流通構造の変化の研究を深めることに繋がる
のではないだろうか。日々、日本のアパレル
産業、繊維産業をめぐる生産・流通構造は変
化している。そうした構造変化の分析にどこ
まで踏み込めるか心許ないものの、今後とも
可能な限り取り組み続けたいと考えている。
注
１）「貿易統計」の「衣類」のみの金額。付属品は
除いている。なお、本稿ではアパレル産業の製品
を「衣料品」というが、統計データを用いる場合、
「工業統計」では「衣服」、「貿易統計」では「衣類」
と記す。
２）日本化学繊維協会『繊維ハンドブック』におけ
る数量ベースの輸入浸透率は、「貿易統計」と「繊
維統計（生産動態統計調査）」の数量に基づき求
められている。また、金額ベースで求める場合に
は、「工業統計」の出荷額が用いられていることが
多い。ところで、「繊維統計（生産動態統計調査）」
の目的は、当該製品の生産等の動きを、月次単位
でいち早く把握し公表する（速報は、翌月末、確
報は翌々月中旬）ことを目的に実施するため、縫
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がける縫製業では、布帛製品の場合、アパレルメー
カーなどから生地が、有償、あるいは無償で支給
されることが多い。本来、前者は材料持ちとなる
ので「製造品」となり、後者は、加工賃のみの取
引になるので「賃加工品」となるが、企業がそれ
を正確に記載しているかどうかは定かではない。
他方、ニット品については、支給よりも自社での
調達が多く、大半が「製造品」に該当する。した
がって、衣服の生産額（出荷額）規模を理解する
には、賃加工品との関係を構造分析により詳細に
検証する必要があるが、この点については、注２
で試算しているものの、ここではとりあえず「製
造品の出荷額」のみの言及にとどめている。
９）ただし、総合商社、繊維専門商社については、
生地取引よりも製品売上が上回っているケースが
大半であり、産業分類によるデータ集計では、生
地取引の金額が低く抑えられる傾向にあると考え
られる。
10）岩崎剛幸『最新アパレル業界の動向とカラクリ
がよ～くわかる本［第４版］』秀和システム、
2017年、56－57頁。
11）業界では、アパレルメーカー、量販店などの誰
が、生産数量最終決定者であり、その数値に責任
を持つかの議論が重ねられてきた。そうした点は、
「繊維産業流通構造改革推進協議会」（17年５月１ 
日訪問）で当事者企業を交えて適正化を図る努力
が積み重ねられている。
12）ただし、岐阜県婦人子供服工業組合の組合員の
多くは、自らの責任において製品企画を行ってい
ることを強く意識し、単なる商品の流通を担う卸
売業とは異なることを主張している。こうした自
らを製造業として位置づけているのも理解できよ
う。他方、自社工場を持つことなく自らを卸売業
と公言する大手アパレルメーカーの例もあるなど、
業界内の考え方は様々なようである。
13）ただし、繊維専門商社及び総合商社の生地部門
は、独立した事業所を構成しているケースもある
が大半は、製品部門が売上的に大きく上回ってい
る企業が多く、ここでの「織物卸売業」に含まれ
るケースは、希ではないかと考えている。
14）衣料品生産の９割前後が海外生産であるのに対
輸入品浸透率（輸入量／（国内生産数量＋輸入量
－輸出量））と、国産比率（先の逆数）を求めると、
数量ベースでは、8.8 ～ 12.2％、金額ベースでは
17.9 ～ 21.7％という結果となる。こうした幅のあ
る結果は、先の金額換算と、品目個々の価格が10
倍近く開いていることと、小計、合計での計算に
おいて、それらが影響していると考えられる。
３）「工業統計調査・品目編」において、出荷数量
が㎡表示されている品目の合計。
４）ここでは、客観性に乏しいものの、日本の海外
衣料品生産のうち、OEM生産がどれほどの割合
を占めているかを推計しておくことにする。2016
年の貿易統計による衣類の輸入額は、約2.6 兆円
である。これに対し、総合商社、繊維専門商社、
合繊メーカー系商社を含めた企業の上位10 社で、
1.1兆円前後、11－20位で0.4－0.5兆円ほど、OEM
会社を含めた30位以下で0.1－0.2兆円とすると、
合計で1.6－1.8兆円と推計できる。これは、先の2.6
兆円の62％－69％を占めている。
５）本稿を執筆するに際して実施した繊維企業、繊
維団体へのヒアリング調査は、2015年８月－2017 
年10月で130（社・団体）を数えている。そこか
ら得た知見のうち、本稿では商社等のOEM生産
事業に焦点を絞り分析を行った。なお、ここでの
商社等の分析のために訪問したのは、三井物産（16 
年12月12日）、丸紅ファッションリンク（16年12 
月12日）、日鉄住金物産（16年12月20日）、伊藤忠
商事（17年１月24日、２月17日）、豊島（17年２ 
月28日）、瀧定名古屋（17年６月30日）、帝人フロ
ンティア（17年８月１日）、タキヒヨー（17年８ 
月８日）の８社である。
６）ちなみに、ここでの金額表示は、物価等の変動
を加味することなく、生データに基づいている。
したがって、70年代、80年代の金額については、
それぞれの時期における物価等の変動を理解し、
量的な推移をイメージしておくことも重要である。
７）もちろん、欧米の高級ブランド品、あるいは欧
米SPA店舗への輸入も一定程度認められるが、そ
の割合はわずかでしかない。
８）国内の生産額をみる場合、多くの産業では、製
造品の出荷額のみでほぼ把握できるが、生産を手
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日本と比べ遜色がないといわれている。しかし、
今日でもその製造現場に日本から派遣された技術
者（商社等が採用した縫製業等で勤めていた人達）
が監視を続けていることは、そうした監視なくし
ては品質維持が難しいという現実にも留意しなけ
ればならない。ただ、2000年代に求められていた
品質要求と、現在のそれとは比べようもないほど
高くなるなど、常に要求が高くなり続けていると
いうことも忘れてはならない。また、中国は、チャ
イナプラスワン地域に比べると遙かに高い技術力
を備えるが、縫製従事者の年齢層が、年々高くなっ
ていることが懸念材料として指摘されている。
23）たとえば、『海外進出企業総覧・国別編』2002 
年版と2016年版によると、中国において独資で縫
製工場を展開していた商社等は、住友物産、双日、
日鉄住金物産、タキヒヨーなどである。
24）これら地域の縫製技術のレベルは、中国と比べ
るとかなり低いようであるが、その一方で自動化
設備などを積極的に導入した生産体制を整えてい
るようである。従事者の技能の向上をカバーする
ための自動化というように位置づけることができ
る（イトーヨーカ堂、17年８月31日訪問より）。
25）チャイナプラスワンで存在感を示している企業
としては、「アジアアパレルものづくりネットワー
ク」の会員企業があげられる。小島衣料、サンテ
イ、奥田縫製、ロックス（17年６月30日訪問）を
はじめ、縫製以外の企業を含めて、31社の会員で
構成されている。
26）ユニフォーム業界では、ほとんどのメーカーが
国内に自社の縫製工場を設けるなど、婦人服、紳
士服とは異なった生産体制を整えていることが注
目される（ボンマックス、17年４月26日訪問）。
27）ファーストリテイリングのホームページ「ユニ
クロのビジネスモデル」に詳しい。
28）良品計画17年８月30日、しまむら17年８月30日、
イトーヨーカ堂（前掲日）に訪問している。
29）すでに商社等の海外製品生産事業は、数多く設
立されているOEM会社なくしては成り立たなく
なっているという見方もある。
し、百貨店向けアパレルメーカーでは、国内生産
の割合が相対的に高い。たとえば、イトキン（17
年８月７日訪問）では百貨店向けでは40％、うち
ミセス物は、50－60％、量販店向けは大半が海外。
三陽商会（17年８月８日訪問）の国内生産は、金
額ベースで40％、数量ベースで30％となっている。
15）アパレルメーカー、縫製業に焦点を当てた海外
展開については、藤井光男「日本アパレル・縫製
産業の新展開」島田克美・藤井光男・小林英夫編
著『現代アジアの産業発展と国際分業』ミネルヴァ
書房、1997年、91－128頁、が有益である。
16）サンテイの中国進出は、藤井、前掲書、康上賢
淑『東アジアの繊維・アパレル産業研究』日本僑
報社、2016年、が詳しい。なお、著者も17年７ 
月13日に訪問しているが、分析については稿を改
めたい。
17）サンテイのリードの下に、30－40企業、120－
130工場が相次いで進出、設立されたようである
（岐阜婦人子供服工業組合、17年７月14日訪問）。
18）加工再輸入減税制度、関税暫定措置法第８条第
１項第２号、に基づく効果と理解することはでき
ない。
19）先に岐阜から中国に進出した企業（30－40社）
と設立された工場のうち、現在残っているのは、
中国以外に展開できるほどの力を備えている縫製
業のみである。その数は、５－６社ほどである。
他は、撤退を余儀なくされ、事業継続が困難になっ
ているようである。
20）こうした中国における縫製工場の規模がかつて
とは比べられないほど小さくなっているのは、日
系のみでなくローカル企業も同様のようである。
ただし、ローカル企業は大きく二つに分かれる。
国有企業系の縫製業や欧米向け量産品を手がける
工場は、1000人単位を今なお維持している一方、
独立創業により設立された企業は、百人単位にと
どまっているケースが多いようである。
21）商社等が組織する中国ローカル縫製工場は、
ピーク時には主力工場は百工場弱、総数では数百
工場数えていたという（伊藤忠商事、日鉄住金物
産）。
22）現在の中国ローカル企業の縫製技術レベルは、
